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３．特 集 ：米 国の新国家 エネルギー政策  
－供給重視の論理 と各 エネルギー源の位置付 け－  
 
環境・エネルギーユニット  大森 良太 
 
3.1 はじめに                      
５月１７日、ブッシュ米大統領は国家エネルギー













































図表 1 米国内のエネルギー生産量及び 
消費量の見通し 










































































































国内で生産される。輸入依存度は 1987 年の 5％






























































































































































































太陽 940 20 
風力 4,460 4-6 
地熱 13,070 5-8 
バイオマス 36,570 6-20 
水力 312,000 2-6 
出典：DOE/EIA 
 


































3.6おわりに                      
 
今回発表された NEPは、油田開発や原子力利
用に慎重だったクリントン政権時の政策とは大きく
異なっている。とはいうものの、昨年来のエネルギ
ー業界の動きからして、大方予想通りとの意見が
専門家の中に多いことも事実である。 
米国でのメディアの報道は北極圏野生保護区
などの資源開発の解禁など石油および天然ガス
採掘推進の方針に最大の関心を示している。これ
に対し、日本のメディアでは、原子力推進路線へ
の転換に報道の重点が置かれているようである。 
一方、民主党は、油田や天然ガス田の開発や
原子力利用の推進よりも、最近のエネルギー危機
に対する短期的方策、および、省エネルギー、高
効率化、再生可能エネルギー利用の推進に重点
をおくエネルギー政策を打ち出している。最近、
上院では民主党が多数派となり、エネルギー・天
然資源委員会の委員長がエネルギー開発重視
派でアラスカ州選出の Murkowski議員から、環境
保護派と見られる Bingaman 議員に交代した他、
Reid議員やDaschle議員（いずれも民主党）など、
反原子力推進派の議員が民主党内、及び、エネ
ルギー関係の予算委員会の要職についた。 
米国原子力研究所(NEI)の Hagan 理事は、今
回の NEPは原子力を低コストで、環境負荷の小さ
い発電源として認識しており、これは、米国の政
策決定者の原子力産業に対するポジティブな認
識への変化を表していると述べている。しかし、今
回のNEPに含まれている提言の実行には、多くの
場合、法律の改正が必要であり、今後の議会審
議の行方が注目される。 
ブッシュ政権のエネルギー政策はエネルギー
大量消費に立脚する豊かな社会の実現と環境の
維持という２つの目的を科学技術の進歩を基盤と
する包括的な政策的アプローチにより解決できる
としている点において楽観的な立場に立っている。
はたしてこれらを同時に達成し得るのかどうか、科
学技術政策の見知からも今後の米国の政策動向
を見守る必要がある。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
